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1. 研究目的 

高齢化社会へのスピードや GDP の伸び率など、時間

的な差異はあるものの、取り巻く環境に共通点のある

日韓両国における火災状況を比較することで、火災被

害の傾向や問題点をさがし、今後の火災対策に役立て

ることを目的としている。 

2. 研究方法 

インターネット及び文献による調査を行った。 

 

3. 本研究における用語の定義 

火災件数：1 件の火災とは 1 つの出火点から拡大し

た出火に始まり鎮火するまでをいい、建物・林野・車

両・船舶・その他を含む全体の火災発生件数とする 

火災死者数：火事現場で火災に直接起因して死亡し

た者、または火事現場で負傷し日本は 48 時間以内、韓

国は 72 時間以内に死亡した者をいう。 

4. 日韓の出火件数と死者数 

4.1 火災件数と死者数の比較 

100 万人あたりで全体火災死者数と件数を比較する(図

− 1)。日本は 1995 年に阪神淡路大震災(火災による死者

数 559 人)、韓国は 2003 年に大邸地下鉄放火事件(死者数

192 人)が発生した。韓国は 2007 年国家火災分類体系を改

正したため(7.1 参考)、2006 年〜2007 年を点線で示す。

100 万人あたりの死者数は両国共に減少傾向ではあるが、

日本は常に韓国を上回り、その差は近年大きくなってい

る。韓国の火災件数は 2001 年まで急増した後、緩やかに

減少、2009 年・2010 年には大きく減少している。日本も

緩やかに減少を続けている。 

 

図－1 100 万人あたりの火災死者数と火災件数 

4.2 火災死者数における高齢者の割合 

韓国は日本以上に急速な超高齢化社会への推移が予想

されている。人口割合と火災による 65 歳以上の死者数の

推移を比較する(図− 2)。このグラフから日韓共に、高齢

化の速度よりも 65 歳以上の火災死者数の増加率の方が大

きく、日本の方が高齢者の死者数の割合が高い。 

 

図－2 火災死者数・人口における 65 歳以上の割合 

5. 出火原因 

5.1 日韓の出火原因 

その他を除く出火原因上位 5 項目を比較する(表− 1)。

ただし、韓国は 2007 年以降の出火原因の分類が日本と異

なっているために、比較しやすい 2006 年の統計を使用す

る。日韓共に放火とたばこは大きな要因である。韓国で

は電気火災が最も多く、特に電気的要因への対策が課題

とされる。国家分類体系の改正後は新たな分類で不注意

が 1 位、電気的要因が 2 位である。 

表－1 出火原因上位 5 項目 

 

5.2 放火火災 

2011 年まで 14 年連続日本の出火原因の 1 位は放火であ

る。100 万人あたりの放火火災死者数放火件数を比較する

(図— 3)。両国とも死者数・件数共に減少傾向にあるが、

日本は放火件数の増減と死者数の増減はほぼ一致するの

に対し、韓国は一致しない。死者数は日本が圧倒的に多

く、これは放火による自殺者が約 97%にのぼるからである。

対して、韓国の放火による自殺者は 2009 年 14 人、2010

年 57 人と極めて少ない。 
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図－3 放火火災死者数と件数、全火災死者数 

6. 消防力と住宅火災 

 救助隊の到着時間は韓国の方が短いが、消防署・消防

隊員数等だけで比較をするならば(表— 2)、日本は韓国よ

り充実している。 

 2010 年住宅着工戸数における燃え広がりやすいと言わ

れる木造戸数の割合は韓国 4.4%、日本 47.4%である。し

かし、全体火災死者数における住宅火災死者数の割合で

比較すると(図— 4)、大きな差が両国間には無く、木造住

宅割合は影響しない。 

 全体火災における火災種別ごとに割合を比較すると(表

-3)、日本はその他に分類される火災の件数・死者数とも

に多いことがわかる。日韓両国におけるその他の火災と

は空地、道路、河川敷、田畑、ゴミ集積場等を指す。 

表－2 消防署等の比較(韓国 2009 年、日本 2010 年) 

 

 

 

図－4 全体火災死者数における住宅火災死者数の割合  

 

 

表－3 全体火災における火災種別ごとの割合(2010 年) 

 

7. 韓国の火災における政策 

7.1 国家火災分類体系の改正 

韓国の火災調査の方法と分類は 2006 年までの間、日

本で 1968 年以降から実施されている火災報告取扱要領

とほとんど変わらないものを使用していた(日本は 1995

年に一部を改正)。しかし、韓国国内の急増する火災件

数が問題になり、より詳細な分類と火災件数から除外

していた 50 万ウォン以下の火災を含める事で、より体

系的・科学的に統計を分析し、消防活動に活用するた

めに改正した。 

火災件数・死者数の状況は 2008 年に増加、以降 2 年

間は連続して減少している。 

7.2 失火責任に関する法律の改正  

 韓国では 2009 年に失火責任に関する法律が改正された。

これまで韓国は日本と同様に、賠償責任を重過失に起因

するものに限定することで過多な負担から軽過失による

失火者を救済してきた(日本の場合、この法律の制定過程

に木造家屋が多い事が大きく影響している)。しかし、こ

れは失火者の保護に偏り、被害者の保護対策の無いまま

に、罪の無い被害者が損害を負担する点が問題視され、

最初に火を出した者が損害を賠償するように改正された。 

 この法律の改正や 2010 年の 5 階以上の共同住宅におけ

る火災保険加入の義務化を機に韓国では火災保険の見直

しが行われている。 

8. まとめ 

 日本は韓国と比較し、火災による死者が発生しやす

い。この原因として、日本の方が高齢者の人口と火災

死者数の割合、放火自殺者の割合、その他火災の割合

が高いことが考えられ、消防力や木造住宅の割合の高

さはこの理由に影響を与えていないことが分かった。 

これまで日本とほとんど変わらない火災の調査方法を

採用していた韓国の行う近年の火災対策の経過を観察

していく必要がある。 
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